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年 報 の み か た 

 

Ⅰ 年報の内容 

  この年報は､市町および一部事務組合から報告された令和４年度地方公営企業決算状況調査表か

ら収録したものである。  

 

Ⅱ 調査期日 

  １．地方公営企業法適用企業         令和５年３月 31 日 

 ２．地方公営企業法非適用企業       令和５年５月 31 日 

 

Ⅲ 収録対象地方公営企業（令和４年度末現在、県内市町および一部事務組合分事業） 

 １．地方公営企業法適用企業 

    ア 上水道事業（条例で定めて上水道に含めている簡易水道を含む） 

  イ 公共下水道事業（下水道法の適用を受ける公共下水道） 

    ウ 病院事業（医療法第 1 条に規定する病床数 20 床以上の施設を有するもの） 

    エ  ガス事業 

    オ 介護サービス事業（地方公営企業法第 2 条第 3 項により条例で定められているもの） 

  カ その他事業 

 ２．地方公営企業法非適用企業 

  ア 簡易水道事業（飲料水供給施設を含む） 

  イ 農業集落排水事業 

  ウ 小規模集合排水処理事業 

  エ 個別排水処理事業 

  オ 宅地造成事業 

  カ 市場事業 

  キ 介護サービス事業 

 

Ⅳ 各表の内容説明（法適用事業） 

 １．地方公営企業収益的収支決算のまとめ 

    総 収 益＝経常収益＋特別利益 

    総 費 用＝経常費用＋特別損失 

    不良債務額＝貸借対照表の流動負債が流動資産を超える額 

 ２．地方公営企業資本的収支決算のまとめ 

    内部資金＝補填財源合計額－前年度からの繰越工事資金＋固定資産売却代金 

    外部資金＝資本的支出額－（内部資金＋資金不足額） 

 ３．地方公営企業施設業務の概要 

   水道事業の家庭用料金は、口径 13 ㎜を基準としている。 
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４．地方公営企業決算状況（損益計算書） 

   収益的収支の「営業外収益」には、受取利息、補助金、長期前受金戻入その他の雑収益等で金

融財務活動に伴う利益およびその他主たる営業活動以外の原因から生ずる収益を計上している。 

   「営業外費用」には、支払利息、企業債取扱諸費およびその他の雑支出等で、主たる営業活動

以外の原因から生ずる費用を計上している。 

   特別損益については、当該年度の営業収益に関係がない固定資産の売却による差益損等を計上

している。 

 ５．地方公営企業決算状況（貸借対照表） 

   「固定負債」とは、事業の通常取引において１年以内に償還されない長期借入金等をいう。 

   「流動負債」とは、事業の通常取引において１年以内に償還しなければならない短期の債務を

いい、例えば未払金、未払費用および一時借入金等である。 

   企業債、他会計借入金、リース債務、引当金等はワン・イヤー・ルールによって「固定負債」

または「流動負債」に区分している。 

   「繰延収益」には、長期前受金から長期前受金収益化累計額を差し引いた額を計上している。 

   「資本金」には、固有資本金、組入資本金、繰入資本金を計上している。 

   「資本剰余金」には、再評価積立金、受贈財産評価額、寄付金、補助金、工事負担金を計上し

ている。 

   「利益剰余金」には、減債積立金、利益積立金、繰越利益剰余金および当年度利益剰余金を計

上している。 

 ６．地方公営企業決算状況（資本的収支） 

   資本的収支のうち「翌年度へ繰越される財源の充当額」は、当該年度に支出を予定していた事

業で執行できなかったものの財源を計上している。 

   「固定資産売却代金」は、有形、無形固定資産の売却代金を計上するものであるが、固定資産

の売却において売却損が生ずる場合においては、これを除いた帳簿価格に見合う額を計上し、売

却損は特別損失に計上している。 

   「当年度分損益勘定留保資金」は、3 条予算における費用のうち現金の支出を必要としない費

用、すなわち減価償却費、繰延勘定償却、たな卸資産減耗費、固定資産除却費（現金支出を伴う

除却費を除く）の合計額、ただし、当年度に欠損金が生ずることが見込まれる場合はこれに相当

する額を差し引いた額を計上している。 

   「過年度分損益勘定留保資金」は、過年度損益勘定留保資金のうち、いまだ補填財源として使

用していない額を計上している。 

   「当年度利益剰余金処分額」は、当年度収益的収入が支出を超えると見込まれる額、すなわち

3 条予算の収益が費用を超える額に相当する金額で 12 条予算であらかじめ処分することを定め

た額、ただし、前年度末において未処理欠損金が見込まれる場合においては、これを差し引いた

額を計上している。 

      「繰越工事資金」は、前年度以前において既に受け入れた寄付金、工事負担金などであって、

当年度予算に計上した資本的支出額の特定財源となっているものを計上している。 

 ７．地方公営企業決算状況（費用構成表） 

   本表においては、それぞれの項目ごとの経営費用に対する構成比率を示している。 

   なお、構成比については、四捨五入等により計に一致しない場合がある。 
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 ８．地方公営企業決算状況（給与表） 

   本表は、令和４年度における給与等を 1 人当たり 1 か月の平均数値で算出している。 

      なお、四捨五入により計に一致しない場合がある。 

 ９．地方公営企業決算状況（財務分析表） 

   本表については、巻末の参考資料を参照のこと。 

 10．地方公営企業決算状況（経営分析表） 

   本表については、巻末の参考資料を参照のこと。 

 

Ⅴ 各表の内容説明（法非適用企業） 

 １．地方公営企業法非適用企業施設業務の概要 

   簡易水道事業における家庭用料金については、多種の料金徴収方法があるため、できるだけ平

均的なものを収録している。 

 ２．地方公営企業法非適用企業の決算状況 

   「収支再差引」は、収益的収支差引に資本的収支差引を加えた額である。 

   「積立金」は、建設改良、減債のための積立金である。 

   「形式収支」は、収支再差引から積立金および前年度繰上充用金を差し引いた額に、前年度か

らの繰越金（および資本費平準化債未利用分）を加えた額である。 

   「実質収支」は、形式収支から翌年度に繰り越すべき財源（当然本年度に執行すべき事業が災

害、事故等により執行できず翌年度に事業を繰り越す場合の、その事業費に相当する額）を引い

た額である。 

   「赤字比率」は、営業収益に対する実質赤字に 100 を乗じたものである。 
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令和４年度末現在　70事業(増減なし)

【表1　事業数の推移】 （単位：事業）

対前年度増減
(B)-(A)

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

※駐車場整備事業については、令和２年度末に大津市が公営企業会計から一般会計に事業を引き継いだため、
　令和３年度から該当事業がなくなった。（以下の表および図において同じ。）

　地方公営企業法の全部または財務規定等を適用している事業であり、経理事務
を企業会計方式で行っているもの。

　地方公営企業法の規定を適用していない事業であり、経理事務を官庁会計方式
で行っているもの。

　　　　　　　　　　　　 年度
事業

平成
30年度

令和
 元年度  ２年度 ３年度(A) ４年度(B)

上 水 道 19 19 19 19 19

下 水 道 13 14 19 19 19

病 院 10 10 10 10 10

ガ ス 1 1 1 1 1

介 護 サ ー ビ ス 3 3 3 3 3

そ の 他 1 1 1 1 1

計 47 48 53 53 53

簡 易 水 道 1 1 1 1 1

下 水 道 15 14 9 9 9

公 共 下 水 道 6 5

農 業 集 落 排 水 7 7 7 7 7
小規模集合排水処理 1 1 1 1 1

宅 地 造 成 2 2 1 1 1

個 別 排 水 処 理 1 1 1 1 1

駐 車 場 整 備 1 1 1

市 場 2 2 2 2 2

介 護 サ ー ビ ス 4 4 4 4 4

計 25 24 18 17 17

合　　　　　　計 72 72 71 70 70

法 適 用 事 業　 ：

法 非 適 用 事 業：

法
適
用
事
業

法
非
適
用
事
業

令和４年度地方公営企業決算の概況

総 論

令和４年度末の市町および一部事務組合が経営する地方公営企業の事業数は、70事業（法適

用53事業、法非適用17事業）で前年度末から増減なしとなっている。

事業別では、下水道事業が28事業で最も多く、次いで水道事業（簡易水道事業を含む。）が

20事業で、これらで全体の３分の２以上を占めている。
事業数は平成16年度以来、減少傾向にあり、過去5年間の推移では、平成30年度末の事業

数と比較して２事業減少している。

1 事業数
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　２　職員数 令和４年度末現在4,886人（35人増、0.7％増）

【表2　職員数の推移】 （単位：人・％）

増減率

△ 1.0

-

0.6

-

2.7

-

-

4.3

-

0.7

【図1 令和４年度事業別職員数】

0

12

116

9

　　　　　　 年度
事業

平成
30年度

令和
 元年度  ２年度 ３年度(A) ４年度(B)

対前年度増減
(B)-(A)

上 水 道 344 389 390 386 △ 4357

簡 易 水 道 0 0 0 0 0

病 院 3,447 3,847 3,914 3,938 24

0

3,938

宅 地 造 成 2 0 0 0 0

ガ ス 74 76 72 72 0

下 水 道 241 263 258 265 7

112

259

2

市 場 13 11 11 11 0

介 護 サ ー ビ ス 116 186 186 194 8

そ の 他 9 19 20 20 0

合　　　　計 4,246 4,791 4,851 4,886 354,805

駐 車 場 整 備 0 0

病院

3,938人

80.6%

水道（簡水含む）

386人

7.9%

下水道

265人

5.4%

その他

297人

6.1%

その他：ガス事業、宅地造成事業、市場事業、介護サービス事業、その他事業

2 職員数

令和４年度末における職員数は4,886人で、前年度末に比べ35人（0.7％）増加している。

事業別では、病院事業が3,938人で最も多く、全体の80.6％を占めている。

過去５年間の推移では、平成30年度末の職員数と比較して81人（1.7％）増加している。

（注） 端数処理の関係により、合計が一致しない場合がある。（以下の表および図において同じ。）

職員数
4,886人
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　３　決算規模 1,594.0億円（49.7億円増、3.2％増）

【表3　決算規模の推移】 　　　　　　 （単位：百万円・％）

全国
増減率

3.5

49.2

△ 1.0

2.6

（注） 決算規模の算出は次のとおりとした。

法適用事業：総費用－減価償却費＋資本的支出

法非適用事業：総費用＋資本的支出＋積立金＋繰上充用金

【図2 令和４年度地方公営企業決算規模の状況】

21 190.9

病 院 59,685 61,723 38.7 2,038 3.4

　　　　　　 年度
事業

令和３年度
(A)

令和４年度
(B)

構成比
対前年度増減

(B)-(A) 増減率

上 水 道 30,644 34,552 21.7 3,908 12.8

簡 易 水 道 11 32 0.0

市 場 396 424 0.3 28 7.1

介 護 サ ー ビ ス 1,594 1,570 1.0 △ 24 △ 1.5

そ の 他 232 218 0.1 △ 14 △ 6.0

計 154,425 159,398 100.0 4,973 3.2

5.4

宅 地 造 成 385 105 0.1 △ 280 △ 72.7

ガ ス 3,913 3,962 2.5 49 1.3

下 水 道 57,565 56,812 35.6 △ 753 △ 1.3

病院

617.2億円

38.7%

下水道

568.1億円

35.6%

水道（簡水含む）

345.8億円

21.7%

ガス

39.6億円

2.5%

その他

23.2億円

1.5%

その他：宅地造成事業、市場事業、介護サービス事業、その他事業

決算規模
1,594.0億円

3 決算規模

令和４年度の決算規模は1,594.0億円で、前年度に比べ49.7億円（3.2％）増加している。
事業別では、病院事業が617.2億円で最も多く、全体の38.7％を占めている。次いで

下水道事業568.1億円、水道事業（簡易水道事業を含む。）345.8億円となっている。

※ 全国増減率は、令和４年度地方公営企業決算の概要（令和５年９月29日総務省発表）による。（以下の表において同じ）
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　４　経営状況 133.4億円の黒字（38.2億円収支が減少）

（単位：事業）

黒字 赤字 計 黒字 赤字 計 黒字 赤字 計

18 1 19 19 0 19 1 △ 1 0

19 0 19 19 0 19 0 0 0

10 0 10 10 0 10 0 0 0

1 0 1 1 0 1 0 0 0

0 3 3 0 3 3 0 0 0

0 1 1 1 0 1 1 △ 1 0

48 5 53 50 3 53 2 △ 2 0

1 0 1 1 0 1 0 0 0

9 0 9 9 0 9 0 0 0

1 0 1 1 0 1 0 0 0

2 0 2 2 0 2 0 0 0

4 0 4 4 0 4 0 0 0

17 0 17 17 0 17 0 0 0

65 5 70 67 3 70 2 △ 2 0
（注） 黒字・赤字の判断は、法適用事業は純損益、法非適用事業は実質収支による。

便宜上収支0については、黒字と分類している。

【表5　事業別総収支額】 （単位：百万円・％）

全国
増減率

△ 14.5

△ 39.4

102.1

61.2

△ 20.3

（注） 収支額は、法適用事業にあっては純損益、法非適用事業にあっては実質収支による。

【表4　事業別収支の状況】
令和３年度

(A)
令和４年度

(B)
対前年度増減

(B)-(A)

上 水 道

下 水 道

病 院

ガ ス

介 護 サ ー ビ ス

そ の 他

小 計

簡 易 水 道

下 水 道

宅 地 造 成

市 場

介 護 サ ー ビ ス

小 計

合　　　　　計

　　　　　　 　　　　　　年度
事業

令和３年度
(A)

令和４年度
(B)

対前年度増減
(B)-(A) 増減率

上 水 道 4,271 3,378 △ 893 △ 20.9

下 水 道 5,824 4,398 △ 1,426 △ 24.5

病 院 6,505 5,065 △ 1,440 △ 22.1

ガ ス 622 481 △ 141 △ 22.7

介 護 サ ー ビ ス △ 92 △ 71 21 22.8

そ の 他 △17 32 49 288.2

小 計 17,113 13,283 △ 3,830 △ 22.4

簡 易 水 道 0 3 3 皆増

下 水 道 21 29 8 38.1

0 0 0 -

市 場 4 4 0 -

合　　　　　　　計 17,160 13,339 △ 3,821 △ 22.3

　　　　　　 　　　　　年度
 
　事業

法
適
用
事
業

法
非
適
用
事
業

法
適
用
事
業

法
非
適
用
事
業

介 護 サ ー ビ ス 22 20 △ 2 △ 9.1

小 計 47 56 9 19.1

宅 地 造 成

4 経営状況

令和４年度の総収支額は133.4億円の黒字となり、前年度に比べ収支が38.2億円

（22.3％）減少した。黒字事業は67事業（２事業増）で全体の95.7％を占めており、赤字事

業３事業の内訳は、介護サービス事業３事業となっている。
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　５　累積欠損金 199.9億円（40.6億円減、16.9％減）

（単位：百万円・％）

増減率
全国

増減率

△ 2.7 1.1

8.2 4.7

△ 17.6 △ 7.9
-

21.8
皆減

△ 16.9 △ 3.6

【図3 累積欠損金の推移】

　法適用事業において、営業活動によって損失（赤字）を生じた場合に、繰越

利益剰余金、利益積立金等によってもなお補てんができなかった各事業年度の

損失（赤字）額が累積したものをいう。

【表6　累積欠損金の推移】

　　　　　　 年度
事業

平成
30年度

令和
 元年度 ２年度 ３年度(A) ４年度(B)

対前年度増減
(B)-(A)

上 水 道 103 139 167 187 182 △ 5

下 水 道 453 380 334 281 304 23

病 院 30,039 30,620 28,485 23,311 19,213 △ 4,098
ガ ス 0 0 0 0 0 0
介 護 サ ー ビ ス 134 134 149 238 290 52
そ の 他 0 0 14 30 0 △ 30

合　　　　計 30,729 31,273 29,149 24,047 19,989 △ 4,058

　　累積欠損金　：

0

50

100

150

200

250

300

350

H30 R1 R2 R3 R4

300 306 285
233

192

1

4
3

3
3

5 1
2

2
2

1 1
2

3
3 その他

（億円）

5 累積欠損金

令和４年度末の累積欠損金は199.9億円で、前年度に比べ40.6億円（16.9％）減少している。

事業別では、病院事業が192.1億円でもっとも多く、全体の96.1％を占めている。

病院

下水道

上水道
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　６　建設投資額 265.5億円（35.9億円増、15.6％増）

（単位：百万円・％）

増減率
全国

増減率

32.4

皆増

16.3 5.4

7.7 △ 21.9

△ 0.9 △ 2.6

-

皆増

△ 12.5

皆減

15.6 2.5

【図4 建設投資額の推移】

【表7　建設投資額の推移】

 　　　　　　年度
事業

平成
30年度

令和
元年度 ２年度 ３年度(A) ４年度(B)

対前年度増減
(B)-(A)

上 水 道 9,135 10,003 13,282 9,769 12,933 3,164

簡 易 水 道 19 0 0 0 5 5

病 院 5,219 5,025 5,105 2,689 3,126 437

ガ ス 1,291 1,286 1,147 945 1,018 73

下 水 道 10,768 9,437 9,074 9,532 9,447 △ 85

宅 地 造 成 1,676 234 0 0 0 0

駐 車 場 整 備 21 17 4

市 場 0 0 0 0 12 12

介 護 サ ー ビ ス 8 21 9 8 7 △ 1

そ の 他 4 0 6 17 0 △ 17

合　　　　計 28,141 26,023 28,627 22,960 26,548 3,588

7.7

0

50

100

150

200

250

300

H30 R1 R2 R3 R4

108 
94 91 95 94 

92 
100 

133
98 

129 

52 50

51

27

31

30 16

12

10

10

その他

病院

水道（簡水含む）

下水道

（億円）

6 建設投資額

令和４年度の建設投資額は265.5億円で、前年度に比べ35.9億円（15.6%）増加している。
事業別では、上水道事業（簡易水道事業を含む。）が129.3億円で最も多く、全体の

48.7％を占めている。次いで下水道事業が94.5億円、病院事業が31.3億円となっている。

その他：ガス事業、宅地造成事業、駐車場整備事業（～Ｒ２）、市場事業、介護サービス事業、その他事業
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　　3,918.4億円（241.5億円減、5.8％減）

　　

【表8　企業債（地方債）現在高の推移】 （単位：百万円・％）

増減率
全国

増減率

△ 1.8

13.6

△ 8.1 △ 1.7

-

△ 6.4 △ 3.5

△ 46.7

△ 50.0

△ 10.7

△ 4.2

△ 5.8 △ 2.9

【図5 企業債（地方債）現在高の推移】

 　　　　　　年度
事業

平成
30年度

令和
 元年度  ２年度 ３年度(A) ４年度(B)

対前年度増減
(B)-(A)

上 水 道 83,335 80,272 78,455 76,280 74,932 △ 1,348

簡 易 水 道 85 78 72 66 75 9

病 院 59,597 58,228 56,449 52,146 47,920 △ 4,226

ガ ス 0 0 0 0 0 0

下 水 道 338,065 321,234 304,089 286,484 268,083 △ 18,401

宅 地 造 成 1,264 743 609 225 120 △ 105

駐 車 場 整 備 84 6 0

市 場 35 19 9 6 3 △ 3

△ 24,150

介 護 サ ー ビ ス 902 818 740 664 593 △ 71

そ の 他 134 129 124 118 113 △ 5

合　　　　計 483,501 461,527 440,547 415,989 391,839

△ 1.6

0

2,000

4,000

6,000

8,000

Ｈ30 Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４

3,381 3,212 3,041 2,865 2,681 

834 804 785 763 750 

596 
582 564 

521 
479 

24 
17 

15 
10 

8

その他

病院

水道（簡水含む）

下水道

（億円）

7 企業債（地方債）現在高

令和４年度末の企業債現在高は3,918.4億円で、前年度に比べ241.5億円（5.8％）減少して

いる。
平成19年度以来、16年連続で減少している。
事業別では、下水道事業が2,680.8億円で最も多く、全体の68.4％を占めている。

その他：ガス事業、宅地造成事業、駐車場整備事業（～Ｒ２）、市場事業、介護サービス事業、その他事業
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　８　他会計繰入金 271.3億円（6.3億円減、2.3％減）

【表9　他会計繰入金の推移】 （単位：百万円・％）

全国
増減率

1.1

△ 3.6

2.0

3.0

【図6 令和４年度他会計繰入金の状況】

　　　　　　 　　　　　　年度
事業

令和３年度
(A)

令和４年度
(B)

対前年度増減
(B)-(A) 増減率

上 水 道

簡 易 水 道

病 院

1,190 1,365 175 14.7

19,276 18,840 △ 2.3

9 12 3 33.3

6,792 6,649 △ 143 △ 2.1

宅 地 造 成

73 73 0 -

△ 436

4 4 0 -ガ ス

下 水 道

280 0 △ 280 皆減

合　　　　　　　計 27,760 27,130 △ 630 △ 2.3

9 14 5 55.6

そ の 他

市 場

介 護 サ ー ビ ス 127 173 46 36.2

9.5

下水道

188.4億円

69.4%

病院

66.5億円

24.5%

水道（簡水含む）

13.8億円

5.1%

その他

2.6億円

1.0%

その他：ガス事業、宅地造成事業、市場事業、介護サービス事業、その他事業

他会計繰入金
271.3億円

8 他会計繰入金

令和４年度の他会計繰入金は271.3億円で、前年度に比べ6.3億円（2.3％）減少している。

事業別では、下水道事業が188.4億円で最も多く、全体の69.4％を占めている。次いで病

院事業66.5億円、水道事業（簡易水道事業を含む。）13.8億円となっている。
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